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　この状況を解決するために、筆者らは、MDRU（Movable 
and Deployable Resource Unit）と名付けた可搬型のロー
カルICT方式を提案し、研究開発を開始した［2］。図1は
MDRU方式の概念を示す。MDRUは通信処理装置、アク
セスネットワーク装置、既存ネットワークへ接続するための
通信装置などを可搬型のボックスに収容したシステムであり、
被災地など通信需要地へ持ち込まれ、即時アクセスネット
ワークを形成してローカル通信サービスを短時間に提供可
能にする。さらに、MDRUがインターネットなど既存ネット
ワークへ接続された場合には、ローカルに閉じた通信需要
を現地でさばくエッジノードとして機能させる。MDRU方式
は、2016年に東日本大震災を受けた日本発の方式として
ITU-Tにおいて勧告化（L.392）がなされた［3］。
　MDRUの提唱、国際標準化以降も可搬型ローカルICT
方式の研究開発は継続的に行われてきた。図2にはMDRU
方式提唱後の研究開発推移を俯瞰して示す。MDRUの研究
開発に続いて、2018年からはLACS（Locally Accessible 
Cloud System）方式［4］を、2023年からはX-FACE（eXtensible 
Front-line Augmented Communications Exchanger）方
式［5］をそれぞれ提案し研究開発を推進してきた。これらの
方式はいずれも可搬型の筐体の中にアクセスネットワーク
機器、サーバ、バッテリなどを収容してローカルなICTサー
ビスを即興で立上げ・提供する点は共通しており、L.392に
準拠しているが、主にターゲットとする提供サービス機能が

1．はじめに
　インターネット及びその上で提供されるサービスの爆発的
な普及によって、私たちの生活はますます豊かになってい
る。一方、地震、台風、洪水といった自然災害はその発生
数も規模も世界的に増加傾向にある。ひとたび災害が発生
すると、通信設備の損壊や電源断によってインターネットを
含む通信サービスの品質低下や断絶が起こる。同時に、災
害発生直後から安否確認、災害状況確認、災害対応活動
のために通信需要が爆発的に増加する。この通信需給の
著しいギャップの発生が被災地における災害対応活動の停
滞や復旧の遅延を引き起こす。
　筆者らは、災害時に起こるこうした通信途絶や通信需給
ギャップの発生に対処するため、災害対応に向けた可搬型
ローカルICT方式を提唱し、その実現に向けた研究開発や
国際展開を行ってきた。本稿では、これまでの活動を俯瞰
的に紹介する。

2．研究開発の背景と概要
　2011年3月に発生した東日本大震災では、通信局舎の損壊
や通信ケーブルの切断などによってNTTの固定電話150万
回線が被災し、その復旧には数か月を要した［1］。この間、多
くの被災地で、被災者や復旧活動を担う実動機関が、十分
な状況把握ができない中で手探りの避難生活や救助・復
旧活動を余儀なくされた。
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■図1．MDRU方式の概念図
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方式ごとに異なっている。初期のMDRUは電話サービスを、
LACSはインターネット時代のSNSサービス機能を、X-FACE
は音声認識をはじめとするAI（Artificial Intelligence）機
能やAR（augmented Reality）機能をそれぞれ備えること
を特徴としている。このように、可搬型ローカルICTシステ
ムの研究開発は技術やネット社会の進展に合わせて進化し
てきている。

3．可搬型ローカルICTシステムの研究開発
　可搬型ローカルICTシステムについて現在開発を進めて
いるX-FACEを例にその概要を述べる。図3はX-FACEの
活用概念を示している。可搬型ケースの中には、小型サー
バ、Wi-Fiアクセスポイント、バッテリ、その他周辺機器が
収容されている。利用者は、手持ちのスマホ、タブレット、
ARデバイスなどからWi-Fi経由でX-FACEのサーバにアク
セスしてサービスを利用する。小型サーバは一般的なSNSで
提供されるチャットや音声・ビデオ通話などの諸機能をWeb

サービスとして利用者に提供する。図4は、Web browser
を介してX-FACEサービスにアクセスした際の表示画面例
を示す。図の左側の画面は提供機能一覧を表示するペー
ジである。右側の画面はSNSで投稿メッセージ・画像を閲
覧した際の表示画面例である。このようにX-FACEは通常
のSNSサービスと同様のユーザインタフェースを持ち、初め

■図4．X-FACEサービスの表示画面例

■図3．X-FACEの活用概念

■図2．可搬型ローカルICT方式の研究開発推移
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ての利用者でも簡単に使い始めることができる。
　X-FACEの主な利用目途は、災害実動機関（警察、消防、
自衛隊、DMATなど）が被災現場でチーム内の情報共有
や記録、上位組織への連絡手段として活用することを想定
している。そこで、情報入出力や操作などに音声認識をは
じめとするAI技術を活用して利用者の手を煩わすことなく
ハンズフリーで情報入力や操作を可能にすることを目指し
ている。また、AR技術を用いてカメラを通して見た映像に
災害関連情報を重畳表示することによって実動機関活動を
効率化することも視野に研究開発を進めている。

4．研究開発成果の国際展開活動
　筆者らは、災害時の通信途絶環境下で起こる情報通信
サービスへの著しい需給ギャップの解消を目的に、可搬型
ローカルICTシステムの提案、研究開発を進めてきた。こ
の需給ギャップは、災害が頻発する途上国においてより顕
著に表れることから、研究開発の一環として開発システム
を用いた様々な実証実験をフィリピンなど海外において進
めてきている［4］。
　図5には、フィリピンセブ島においてLACSプロトタイプ
を活用して2019年から2023年にかけて実施した実証実験例
を示す。実験は、セブ地域マクタン島南部に位置するコル
ドバ市及びコルドバ市沖約6kmに位置するギルトンガン島
にプロトタイプを持ち込んで複数のユースケースについて
行った。この期間、フィリピンでは、世界的パンデミックの
影響により全国の学校が閉鎖されすべての教育がオンライ
ン提供されていた。そのため、インターネット環境が十分

整備されていない地域を中心に教育が受けられない生徒が
続出して大きな社会問題となった。この状況を受け、LACS
を遠隔教育に活用するトライアルを行った。また、自治体
の協力を得て災害時を模擬したLACS活用実験や、災害下
での住民管理を一時的にローカルサーバで行う実験なども
行った。一連の実証実験を通して、可搬型ローカルICTシ
ステムの有用性を確認することができた。
　図6は、2025年にX-FACEプロトタイプを用いて、フィリ
ピンボホール島イナバンガ市で行った災害時利用の模擬実
験模様を示している。実験では一部音声認識による情報

■図5．フィリピンセブ島における実証実験例

■図6．フィリピンイナバンガ市におけるX-FACE実証実験模様
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入力なども含めて消防など実動機関のメンバにいくつかの
機能を体験してもらい、その活用性について良好なフィード
バックを得ることができた。
　筆者らは、フィリピンを中心にした実証実験を重ねると
同時に、開発システムの国際展開も視野に国連主催のフォー
ラムなどにおいて可搬型ローカルICTシステムの周知活動も
行ってきた。図7は国連主催のIGF（Internet Governance 
Forum）において実施した開発システムのブース展示模様を
示している。図7（a）は2023年京都開催時、（b）は2024年
リヤド開催時の展示模様である。展示を通して、SDGsに向
けて世界的課題となっているインターネット環境有無に起因
する地域間格差の解消に向けた加速ツールとして開発シス
テムの活用価値が認識され、アフリカ地域や米国からユー
スケースについて問合せが舞い込むなど世界的認知が広が
りつつある。

5．おわりに
　本稿では、筆者らが進めてきた可搬型ローカルICTシステ
ムの研究開発や国際的活動について紹介した。一連の活動
を通して国際標準化がなされ、システムの完成度や提供機
能も向上、高度化してきた。これからは、研究開発や国際
標準化の推進に加えて、災害頻発国やインターネット未復旧
地域などに開発システムが実導入され、災害時のローカル
ネット環境即時立上げやインターネット復旧加速のための
ツールとして広く活用されることを目指していきたい。
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■図7．IGF（Internet Governance Forum）における開発システムのブース展示
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